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はじめに

　生活保護法は，最低限度の生活保障と自立の助
長を目的としている。ケースワークは，これを実
現するために，生活上の困難を抱える市民の支援
をする，非常に重要な意味を持つ。ところが，現
実にはケースワークによっても保護の目的を十分
に達せられずに，時には不合理なケースワークも
散見され，近年においては生活保護行政処分の取
消訴訟や損害賠償請求訴訟において，その違法性
が確認される事案がみられるようになってきた。
　これまで法律学の分野では，生活保護ケース
ワーク1）を正面から論じることはなく，指導指示
（生活保護法（以下「法」という。）27条）の法
的性格―行政指導と行政行為―を中心に論じてき
た2）。裁判規範の探究を一つの目的とする法律学
においては自然なことであったといえよう。
　社会保障法学においては，社会保障の法理念と
して憲法25条を根拠に持つ生存権理念に止まら
ず，憲法13条（個人の尊厳）を根拠にする個人の
自律支援が重視されてきている3）。生活保護法の
目的たる自立助長のため，生活保護ケースワーク
の重要性が高まっているものといえる。2013年の
生活保護法改正は，保護の実施機関が要保護者に
対して行う行為の権限を明確にし，強化するもの
であった4）。そうすると，法律学の立場からは，
保護の実施機関が行うケースワークの根拠と範
囲，その限界を画することが必要な作業であると
いえる。そこで本稿は，生活保護法におけるケー
スワークの概念定義を行い，その法的根拠と範囲

生活保護ケースワークの法的意義と限界

を確認する。さらに，ケースワークの法的統制と
権利救済について検討を加えるものである。

Ⅰ　ケースワークの根拠と範囲

　1　ケースワークの意義
　ケースワークの定義をめぐって，社会福祉学説
では，ケースワーカーが行うすべての業務をケー
スワークとする最広義のものから，生活保護法と
その実施要領などに基づく行為のみを指すもの，
そのなかでも法に定められた給付以外のものに限
られるとする最狭義のものまで，様々な見解がみ
られる。
　法律学でもこれと同様，生活保護ケースワーク
の積極的な定義づけを行ってこなかった。ケース
ワークを「個人（クライエント（client））を対象
とする，クライエントが持つ（社会福祉）問題を
個別に解決するための援助過程」とする見解もあ
るが5），「（社会福祉）問題」をいかなる法的権限
に基づいて発見するのか，クライエントの問題解
決指針が法的にどのように根拠づけられるのかと
いった視点からすると，法律学としての定義づけ
とはいいがたい。学説で明確な定義づけを行って
いない以上，本稿では独自に検討の範囲を確定さ
せなければならない。そこで，制定法でいかなる
定めを置いているかを出発点として考察すること
になる。その手段としては，「ケースワーク」な
る用語が制定法上の概念ではないため6），ケース
ワークを担う「現業を行う所員（社会福祉法15条。
以下，「現業員」という。）」がいかなる職務を担
うのかという側面と，生活保護法はいかなるケー
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スワークを予定しているのかという側面から検討
することになる。

　2　ケースワークの法的根拠
（1）ケースワークを担う現業員の権限
　生活保護ケースワークを担う現業員の定数は被
保護世帯に応じて標準数が定められるが7），①援
護，育成又は更生の措置を要する者等の家庭を訪
問すること，②面接をすること，③本人の資産，
環境等を調査すること，④保護その他の措置の必
要の有無及びその種類を判断すること，⑤本人に
対し生活指導を行うこと，の事務をつかさどる（社
会福祉法15条4項）。現業員は要保護者に対して面
接，調査，判断，指導の手順でケースワークやグ
ループワークを行い，地区担当の家庭訪問員（地
区担当員）と福祉事務所内における相談等を行う
面接員の二種が想定されている。そしてこれらの
事務をつかさどる者は「人格が高潔で，思慮が円
熟し，社会福祉の増進に熱意（社会福祉法19条1
項）」がある社会福祉主事でなければならない8）

（社会福祉法15条6項）。
　このようにみていくと，生活保護ケースワーク
とは，高度の専門性を有する福祉事務所の現業職
員が行う要保護者に対する面接，調査，判断，指
導を含むことになるものの，要保護者の生活問題
につきどの程度介入することができるのかを規制
した権限規定は存在しない。そうすると，生活保
護ケースワークは要保護者のすべての生活領域に
渡ってかなり広範囲になることが法律上予定され
ていることになる。

（2）生活保護法におけるケースワーク
　もう一つの生活保護ケースワークの法的根拠
は，生活保護法の定めにあろう。それでは生活保
護法はケースワークをどのように位置づけている
のであろうか。
　これを考える手がかりとなるのは，保護の実施
過程において保護の実施機関が要保護者に対して
いかなる行政活動を行うことを法がどのように定
めているかを確認することである。行政が要保護
者に対して何らかの行政活動を行うことを予定し

ているのは，指導及び指示（法27条），相談及び
助言（法27条の2），調査及び検診（法28条）の3
つである。29条の関係先調査は要保護者を対象と
しないのでケースワークとはいわず，法56条から
63条の「被保護者の権利及び義務」は法形式上，
行政の権限を直接に定めたものではない。また，
不実の申請等に係る費用返還命令（法79条）は行
政作用法であるものの，社会福祉法による自立助
長のためのケースワークとはいえない。そうする
と，法はかなり限定した場面をとらえてケース
ワークととらえているものともいえる。実際に，
法27条の2が制定される以前の法状況において，
ケースワークの根拠をすべて法27条に求め，それ
がいかなる法的意義を有するか，という形で議論
されてきた9）。
　しかし，要保護者の申請と受給プロセスにおい
て法律に直接の根拠を持たない現業員の行政活動
がすべて明文をもって禁止されているわけではな
い。法目的を実現し，被保護者に課された義務を
履行させるために，たとえば法60条に定める「能
力に応じて勤労に励むこと」や「支出の節約を図
る」ために，現業員が要保護者に発言することは
禁じられない。そればかりか，要保護者のすべて
の生活領域につき専門性に裏打ちされた発言に
よって要保護者の自立を助長することは当然のこ
ととも考えられる。

　3　ケースワークの範囲と限界
（1）ケースワークの範囲
　ケースワークが被保護者の生活領域全般に及ぶ
としても，ケースワークの目的と法の枠組みに
よってその範囲が画定されることになろう。そこ
で，法目的たる最低生活保障と自立助長，保護を
受ける要件の充足関係からこれをみてみよう。
①最低生活保障
　最低生活保障とケースワークの関係は，次の3
つに分類されよう。第一に，最低生活の回復であ
る。最低生活が維持できていない要保護者につき，
維持することができるように行うケースワークで
あり，具体的には生活に困窮する状態にあるもの
の，未だ保護申請をしていない者に対する保護申
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請に関する教示の場面が想定される。第二に，最
低生活の維持である。被保護者が生活保護によっ
て最低生活を維持しているけれども，被保護者の
行為によって最低生活を維持することができなく
なることを予防するためのケースワークである。
年金担保貸付を禁じる指導指示10）や，維持費が
必要な自動車処分に関する指導指示11）などであ
る。第三に，経済的自立を促すためのケースワー
クであり，稼働能力のある被保護者に対する増収
指導12）などがこれにあたる。
②自立の助長
　被保護者の自立助長に向けたケースワークは，
日常生活自立，社会生活自立，就労自立の3つの
自立概念と，自立阻害要因の除去という観点から
行われる。
　これら自立概念は別個独自に達せられるべきも
のではなく，並列的且つ有機的関連をもって達せ
られる指標となる。そのためのケースワークには，
自立支援プログラムなどの定型化されたものもあ
ろうし，現業員と被保護者との間で対話によって
創造される事実上の行為もあるだろう。いずれに
しても，法が最低生活保障と自立助長を目的とし
ている以上，すべてのケースワークは自立助長の
ために行われるものであり，当事者が自立にそぐ
わないと考える行為はケースワークに該当しない
ということになる。
③保護の要件・優先関係とケースワーク
　保護の要件（法4条1項）との関係では，次の二
つのケースワークが想定される。一つは，要件を
充足していない状態にある要保護者に対し，充足
させるためのケースワークである。資産の活用
13）を指導するもの，稼働能力の活用を指導する
もの14）がこれにあたる。この場合は文書による
指導指示がなされ，それに従わない場合には不利
益処分が行われることがある。ただ，裁判例を概
観したところでは，指導指示違反を理由とする保
護の停止・廃止がなされているというよりはむし
ろ，要件を充足しないことから保護の廃止が行わ
れているのが現実である。つまり，この類型の保
護廃止は，形式的には指導指示違反を根拠とする
のであるが，実質的な争いとしては要件の充足を

めぐる争いだとしても過言ではない15）。
　もう一つの要件充足関係のケースワークは，要
件を充足している被保護者に対し，自立の助長の
ために行われるケースワークである。それには要
保護状態の消滅を目指すもの（就労指導や増収指
導によって短期的には保護廃止に至らないもの
の，長期的な稼得能力の向上をはかるもの）と，
要保護状態の消滅に至らないけれども生活上の義
務（法60条）を履行させるために行うケースワー
クが考えられる。
　ケースワークはすべての生活領域に及び得る。
それならば法の優先関係を是正するためのケース
ワークとしては，扶養義務者からの援助を求める
ケースワーク16）や，他法優先17）を指示するもの
が考えられる。もっとも，法適用の優先に関する
事項は受給要件ではないため，当事者の意向を無
視して強制できるものではない。したがって，こ
の類型に属するケースワークは謙抑的に行われな
ければならないことになる。

（2）ケースワークの法的限界
　ケースワークはすべての生活領域に及び得る。
それならば法は，被保護者の自立の助長のために
積極的に介入すべきだとしているのか，それとも
介入には抑制的であるべきとしているのだろう
か。
①パターナリズムの正当化
　そもそも法は，生存と引き換えに，他者によっ
てライフスタイルに介入され，自由の制約を受け
ることを許容しているのだろうか。この問題をめ
ぐってはパターナリズムを用いて議論してきた。
個人の自由を重要な基底的価値とみるリベラリズ
ムからは，パターナリズムが本人自身の保護のた
めであったとしても，その自由な選択・活動に対
して強制的に干渉することについて，その基本的
立場と整合的な正当化が必要になるとする。その
場合，パターナリズムの正当化事由は，自由その
ものの特質や価値をどのように位置づけるかとい
うことと相関的に考えるべきことになる。その結
果，現業所員の個人行動による保護の要件に無関
係な私生活上への介入は慎まれるべきであって，
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そのような行為は法的に無効となる。
　これに対し，被介入者のより広範囲な大きな自
由を保護するためのパターナリズムは正当化され
るとする考えることもできよう。ただ，被介入者
の自由とは何か，誰が被介入者の自由の範囲を画
定させることができるのか，法的に保護すべき自
由をいかに設定するのかということからは限界を
設定するのが困難である。
　そうすると，被介入者自身が介入を許容してい
る場合に限って，必要最小限度の介入が許される
とする考え方もあろう。私生活への介入が本人自
身のためになることを本来ならば本人自身が承認
するはずであり，被介入者がそれに同意している
場合に，パターナリズムが正当化されるいうこと
になる。つまり，自己決定を尊重するために同意
しているパターナリズムは正当化されることにな
る。
　しかし，この同意をいかに把握するかについて
は，事前に包括的な同意があればよいのか，合理
的な平均人ならばするであろう同意を仮定するの
か，それとも真意に基づいた被介入者の同意を必
要とするのであろうか。現業員と被保護者との交
渉力の非対等性に鑑みると，後者と考えざるを得
ないであろう。ただ，ケースワークの根拠資料と
なるべき調査につき，被保護者の同意なしに行わ
れたことの違法を主張した事例18）で，裁判所は
法が明確に同意を原則としていないことから違法
ではないと判断した。つまり，法で明確に同意を
原則としている相談助言のようなものでない限
り，パターナリズム的介入であるからといって同
意が要件となるわけではない。
　ただ，制定法規でパターナリズムが正当化され
るのは，被介入者の自由の侵害程度だけでなく，
公益的観点が重視される。生活保護法においては，
被保護者の資産能力その他あらゆるものを活用す
ることで保護廃止が十分可能であり，それが望ま
しいのにもかかわらず，活用を拒否している場合
が考えられよう。この場合の被介入者の自由の侵
害程度は保護を受けていると受けていないとにか
かわらず負う市民として甘受すべき程度の負担で
あろうし，それによって生活保護財政が軽減され

る公益性は看過できない。そうすると，介入が許
容される条件としては，被保護者にとっての自立
とは何か，いかなる要件充足関係にあるか，とい
うことを問うことになる。
②生活保護による自由の制約
　憲法が保障する健康で文化的な最低限度の生活
を営む権利は，単に所得保障，医療・介護の保障
のみによって充足されるのではなく，その要素に
は人格的自律の保持が含まれるとする見解がある
19）。この見解によると，被保護者の自由が過度に
制約された状態では人格的自律が損なわれたこと
になり，健康で文化的な最低限度の生活が実現さ
れている状態にはならず，生存権が侵害された状
態になる。これに加えて被保護者の自由を制約す
ることは社会的身分を理由とした不合理な差別を
構成し，裁判所の積極的な関与を要する。この場
合の司法審査は厳格な司法審査基準が用いられ，
自由の制約は必要最小限にとどめられるべきとい
うことになる。
　これをケースワークの場面でとらえると，私生
活上無関係な事項に関する介入は許容されるが，
私生活に自由を制約するようなケースワークは必
要最小限度に止めなければならないことになる。
このことを表明したのが法27条2項（被保護者の
自由を尊重し，必要の最小限度に止めなければな
らない）である。この必要性は法の枠内でしか設
定できないから，法目的と要件充足関係によって
確定される。そうすると，要件とは無関係の事項
であって，私生活上の自由に制約を伴うような
ケースワークをすることができない，ということ
になる。
③実現可能性
　指導又指示の内容が客観的に実現不可能又は著
しく実現困難である場合には，当該指導指示に従
わなかったことを理由とした保護の廃止などをす
ることは，違法性の承継を論じるまでもなく，違
法となる20）。ケースワークは法の目的を実現し，
要件を充足するために被保護者の生活領域につい
て行うことができるが，「法は不可能を強いるこ
とができない21）」のであるから，ある法目的を達
成するための手段として，詐術的に不可能を要求
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するような代替的指導は違法となる。たとえば，
現業員が実現不可能だということを認識していな
がら，一定期間内に経済的自立が可能となるよう
な就職先を確保することを命ずる文書指導をする
場合22），結果として就職先が決まらなかったとし
ても現業員の内心では不利益処分をしないつもり
なのかもしれない。現業員の内心は，このような
指導指示によって被保護者の求職活動意欲を喚起
し，生活保護からの脱却に向けたコミュニケー
ションを活発化することが主たる目的なのかもし
れない。そのような意図を持ってなされた指導指
示であっても，客観的に実現不可能又は著しく困
難である場合には，指導指示自体が違法となるか
ら，別の意図を持ってなされた指導指示は違法と
いうことになる。
④ケースワークに従う義務と不利益処分
　法は，被保護者に対して能力に応じて勤労に励
むこと，支出の節約を図ること（法60条），生計
の状況について変動があったとき，居住地若しく
は世帯の構成に変動があったときはその旨を届け
ることを義務づけている（法61条）。2013年の改
正ではこれらに加え，自ら健康の保持及び増進に
努めること，収入，支出その他生計の状況を適切
に把握することを新たに義務づけることにした
（法60条）。もっともこのような健康管理や金銭
管理の義務を果たさないことを理由として不利益
処分を行うことはできない23）。学説が法的効力の
ない訓示規定と理解している24）ことからしても，
この改正によって何らかの法的要件と法的効果が
新たに設定されたとみることはできない。
　そもそも生活上の義務や届出義務は，ケース
ワークによって設定された義務ではなく，法が被
保護者一般に対して設定した義務である。ケース
ワーカーはこの義務を履行させるために，指導指
示を通じて生活上の義務などを具体化し，個別の
義務を設定させることになる（法62条1項）。とり
わけ，ケースワーカーらが指導指示を書面によっ
て行った場合には不利益処分が予定されるため，
改めてケースワークに従う法的義務が設定される
ことになる25）。既に見たように，保護の要件に欠
くことなくケースワークに従う義務に違反したこ

と自体を理由として保護廃止に至る裁判例は見当
たらない。それでも裁判所は制裁的な保護廃止処
分について「被保護者の生命・身体に危険を生じ
るおそれのある重大な処分である」から，「被保
護者の要保護性の程度，違反行為に至る経緯や違
反行為の内容，保護の停止によっては，被保護者
が（ママ）当該指導指示に従わせることが著しく
困難であるか26）」などを考慮して処分を選択しな
ければならないとする，正当性原理が強く働くと
いう。このように，行政処分としての制約を強く
受けることになる。

Ⅱ　指導指示（法27条）

　1　行政指導としての指導指示
　生活保護法はその27条で指導及び指示を，27条
の2で相談及び助言を定めている。そこで，まず
はこの2つの条文の意義と範囲を確定させ，それ
を超える部分を，いわば事実上のケースワークと
いうことで整理することにしよう。
　法27条にいう指導指示が行政処分であるか，そ
れとも行政処分ではなく単なる行政指導に過ぎな
いのか，という問題については，これまでも学説
上議論されてきた。法27条による指導指示を「特
殊な行政指導」とみる見解には次のようなものが
ある。
　ケースワークは自立助長の目的を達成するため
に行う行為と同時に，法4条の保護の補足性原理
を充足するための行政指導であるとする27）。もっ
とも，この見解は行政手続法制定以前に提唱され
たものである上，法27条が持つ特有の性質を捨象
したものであることから，今日の法状況において
採用することができないであろう。
　もう一つは，法27条の文理解釈を根拠にする。
確かに法27条は「指導」なる文言を使用しており，
行政手続法の定義と合致する。これに止まらず，
不利益変更処分は行政処分と位置づけられている
ことから，両者が明確に区分された行政過程にあ
ると理解しているのである。
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　2　行政指導と行政処分の複合的性格
　かつては法27条が「指導」という文言を使用し
ていることを重視し，原則的には行政指導である
けれども，例外的に処分性を認める見解が一般的
であった28）。しかし，この見解も加藤訴訟判決29）

を受け，法27条による指導指示が不服従に対する
不利益処分を念頭に置いて定めていることから処
分性を承認するように変化した30）。つまり，原則
として行政指導であった指導指示が，加藤訴訟判
決を契機として原則が行政処分へと説明が変化し
たのであった。そして，学説での議論状況も加藤
訴訟判決以降は，法27条による指導指示は行政行
為としての性格を有する「ものがある」というこ
とを念頭に議論してきた31）。このように，指導指
示は行政指導と行政行為との複合的な性格を有す
るものであるとの理解されるようになってきたも
のといえる。

　3　性質決定の必要性
　ところが近時の法状況に照らし，行政過程にお
ける行為形式の性質決定をすることが本当に必要
なのか，と議論されるようになった。2004年の行
政事件訴訟法改正により導入された当事者訴訟
（行政事件訴訟法4条）により，処分性がない行
為であっても被保護者の権利救済に資する場面が
あり，処分性を論じる意味がないといわれるよう
になったのである32）。
　それでも本稿では，指導指示の処分性を考える
ことが有益であるばかりでなく，生活保護行政に
おける裁量統制の見地からは必要不可欠であると
位置づける。その理由は①被保護者が指導指示に
従うべき法的地位に置かれること，②違法不当な
指導指示を事前に差し止める必要性，③当事者の
信頼関係を維持しつつ権利救済をはかる必要性に
ある。

　4　処分，指導，事実行為の複合的性格
　指導指示は保護行政過程において多様な意味を
持っている。現実の指導指示には多様な類型が考
えられ，それらを一括して性質決定し，処分性の
存否を示すことは，問題を単純化しすぎているよ

うに思われる。
　そもそも行政手続法における行政指導の定義は
「行政目的を実現するため特定の者に一定の作為
又は不作為を求める指導，勧告，助言その他の行
為であって処分該当しないもの（行政手続法2条6
号）」である。この「一定の行政目的」につき助
成的・利益的行政指導はここから除かれると理解
するのが一般的であるから，現業員が被保護者の
利益のために情報提供したり相談に応じたりする
こと自体は行政指導にあたらないことになる。そ
うすると，保護の実施機関が必ずしも不利益変更
処分を想定しない指導指示を発する場合であって
も，その根拠を法27条に求めざるを得ないことに
なり，「およそ指導指示というものすべて行政行
為に該当するか否か」という問いが，きわめて乱
暴な議論であることがわかる。
　もっとも，加藤訴訟を代表とする判例では，指
導指示の行政行為性を限定的に把握し，指導指示
にも単なる行政指導としての意味しかもたないも
のが存在しているように理解している。しかしな
がら，いかなる指導指示が行政行為にあたり，あ
るいは行政指導に過ぎないのか，あるいは行政指
導ですらないのか，必ずしも明示的に論じている
のではない。そうすると，指導指示の法的性格は，
行政処分，行政指導，事実行為のいずれの形式で
も存在することができ，三者の複合的な性格を有
するということになる。

　5　指導指示の基準と不利益処分
　法27条1項が規定する指導指示は，その具体的
な内容が法で定められているわけではない。具体
的内容は事務次官通知33），社会（援護）局長通知
34），保護課長通知35）などの行政規則で示されてい
るが，これら通知はそれ自身で被保護者に対する
法的拘束力を有するわけではない。ただ，現実的
にはこれら通知によって被保護者の権利義務に重
要な影響を及ぼしており，裁判所も違法性を審査
する場合の基準として用いることが少なくない36）。
通知行政が多用される生活保護法領域では，司法
審査においても通知の正当性を一旦認めた上で違
法性を審査することが一般的である37）。保護行政
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においては，これら通知類が行政手続法にいう行
政指導指針（行政手続法2条8号），申請に対する
審査基準（行政手続法5条），処分基準（行政手続
法12条）として機能するから，行政上も非常に重
要な意義を有する。確かに，法律による行政の原
理からすると，法律の授権に基づかない通知類に
法規範性を求めることには問題がある38）。しかし，
行政庁内部の通知文書とはいえ，自ら設定し公表
した審査基準からまったく離れて行政処分をする
とすれば，審査基準を定立し公表することが法的
義務とされていることの意義を失わせることにな
るため，審査基準には一定程度の法的拘束力が認
められよう39）。したがって，合理的範囲において
通知類に法規範性（行政裁量基準，司法審査基準）
を認め，これを検討することは生活保護法の領域
においては必要不可欠ということになる。
　このような行政規則に基づく指導指示に違反し
た場合，法は不利益処分を予定している。ところ
がいかなる行為についていかなる不利益処分を行
うべきかは法定されておらず，これを定める行政
規則の内容も概括的であり40），保護の実施機関は
効果裁量を持つ。

　6　権利の救済
　指導指示の法的性格は事実行為，行政指導，行
政処分のいずれの形式も存在することは既に述べ
た。被保護者が指導指示に関して不服を覚え，こ
れを是正する方法はこの法的性格に依存する。
　まず，いずれの法形式においても共通している
のは，現業員と被保護者との継続的関係である。
被保護者は日常的に現業員に対して事実上の不服
を述べることもあるだろうし，現業員もこれを受
けて指導指示を職権で取消したり，処遇方針の変
更を行うこともある。両者で信頼関係を維持し，
被保護者の自立に向けたケースワークを行うに
は，両者での対話を通じて事実上の処遇改善を図
ることが第一である。
　行政指導の場合は，2014年の行政不服審査法改
正に伴い導入された，行政指導の中止等の求め（行
政手続法36条の2）を活用することが考えられる。
ただ行政指導中止等の求めは当該行政指導が法律

に規定する要件に適合しないと思料するときで
あって，当該行為が法令に違反するときでないと
行うことができない。指導指示が行政規則に基づ
いてなされるとしても，現実にはその適合性をめ
ぐっては事実認定の上でも根拠法の上でも問題に
なろう。したがって，指導指示を中止させるため
に行政指導の中止等の求めを活用することは，さ
ほど多くないものと思われる。
　指導指示が行政行為であるか，行政指導でも処
分性が認められる場合には，行政訴訟を利用する
ことができる。これには取消訴訟，無効等確認訴
訟，不作為の違法確認訴訟，義務付け訴訟，差止
め訴訟から成る抗告訴訟と，公法上の当事者訴訟
を利用することができる。このほか，国家賠償請
求訴訟も可能である。

Ⅲ　相談助言（法27条の2）

　1　ケースワーク根拠としての相談助言
　保護の実施機関から被保護者に作為義務を課す
根拠としては，法27条によるもののほか，法27条
の2（相談及び助言）による場合も考えられる。
法27条の2は「要保護者からの求めがあつたとき」
に「相談に応じ，必要な助言をすることができる」
に止まる。これに加えて法では，要保護者がこの
相談助言に反したとしても，保護の不利益処分を
予定していない。被保護者の発意によって保護の
実施機関に相談助言を求め，保護の実施機関はこ
の当否を判断し，事実行為を行うということにな
る。したがって，法27条の2による相談助言が行
政処分でないことは明らかである。そうすると，
保護の実施機関が行う被保護者に対して何らかの
作為を求める場合，その根拠が法27条であるか，
それとも法27条の2であるかを区別することは，生
存権保障の観点からは非常に重要な問題であろう。
　しかしながら，法27条の2は「要保護者からの
求めがあつたとき」に作為を求めるものであり，
被保護者が保護の実施機関に対して従属的な地位
に置かれていることに鑑みると，必ずしも被保護
者が―形式的にはともあれ，真意から―「求め」
るような事例は多くないものと思われる。そうす
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ると，法27条の2に基づく相談助言が事実行為に
過ぎず，不利益処分が想定されていないというこ
とを留意したとしても，そこに事実上の強制性な
いし従属性が完全に払拭されたわけではないこと
に着目すべきである。

　2　相談助言の法的性格
　法27条の2は，要保護者から「求め」があった
ときに相談に「応じ」，必要な助言をする「こと
ができる」規定である。法の定め方からすると，
単に保護の実施機関の権限を明示したに止まら
ず，その権限行使には要保護者の意思表示と，そ
れに対する保護の実施機関側の権限を行使するか
否かの判断が必要となろう。そうすると，この規
定は公権力の行使たる処分（行政手続法2条2号）
にはあたらない，ということになろう。
　この規定は，要保護者の意思表示に対して保護
の実施機関が応答することを予定している規定で
あり，講学上の行政契約41）にあたるものといえる。
そうすると，要保護者と実施機関との間で何らか
の合意に達した事項が存在し，それを履行する法
的義務が設定されたものということができる。こ
の行政契約は双務契約かもしれないし，片務契約
であってもよいだろう42）。契約内容は生活保護の
給付以外の部分，自立の助長に向けた何らかの作
用に限られることになり，債務不履行もその限り
で生じることになる。つまり，当事者が合意内容
に反して契約上の債務を履行しなかったとして
も，契約を解除することができるのは合意内容に
限定され，本体部分の給付を廃止するような不利
益処分を行うことができない，ということになる
のである。
　ただ，要保護者と実施機関との間で合意に達し
ない事項も存在するだろう。その場合に要保護者
の「求め」によって入手したニーズ事実に対して
現業員が何らかの作用を行うことは，禁止されな
いであろう。そのケースワークは事実行為とみる
ほかはなく，法的な効果が生じないものになる。

　3　行政契約としての相談助言
　要保護者と実施機関の間で締結された行政契約

を根拠として，自立助長に向けたケースワークを
行うものに自立支援プログラムがある。また，
2013年改正法で導入された被保護者就労支援事業
（法55条の6第1項）もこれにあたる。
　生活保護受給者等就労自立促進事業43）におい
ては「積極的な参加の勧奨にもかかわらず事業へ
の参加に同意しない者は対象としない」とする同
意原則により運営されている。同意原則は法27条
による指導指示と相容れず，法27条の2による相
談助言に基づくものとみるのが自然であろう。そ
れ故に，同様の仕組みを採用する自立支援プログ
ラムや生活保護受給者等就労自立促進事業は，対
象者との契約によって開始されるということにな
る。したがって，対象者の自立支援事業等への取
り組みが不十分であったとしても，法62条3項に
基づく不利益処分は行われない。ただ，不十分な
取り組みは就労の意思不存在を推認させるから，
法4条1項にいう利用し得る能力の活用をしておら
ず，要件を充足しないから保護廃止処分がなされ
る余地がある。それではなぜ被保護者は，自らに
不利益が及ぶかもしれない事項に同意して事業に
従事するのであろうか。
　おそらく，合意によって開始された事業によっ
て得られる利益と，想定される不利益の比較によ
り，前者が大きい場合にのみ同意するということ
になろう。ただこれにはいくつかのフィクション
がある。一つは，合意により得られる利益が明確
であるということである。得られる利益が不明確
であるならば，他方変数の不利益が明確である以
上，同意するのは不合理である。もう一つは，得
られる利益は明確であるが，およそ不利益処分が
行われる可能性が少ないと判断されることであ
る。プログラム・事業内容に不満があって熱心に
参加していなかったとしても，就労意欲が存在す
る限り保護の不利益処分が行われない，というこ
とが明らかになっていなければならないのである。

　4　相談助言の限界と権利救済
　相談助言によってケースワークを行う場合，有
効な契約関係が成立するためにはいかなる契約内
容が確定しているか，容易に認識し得るかどうか
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ということが鍵となる。相談助言によるケース
ワークが当事者間の合意によって開始され，継続
するとしても，両当事者の交渉力の不均衡に着目
しなければならない。要保護者にとっては，生活
保護を継続受給するためにやむを得ず合意する場
合もあろうし，現業員との関係継続のためにやむ
なく合意する場合もある。要保護者にとって不本
意な介入は，不服を生じさせることがあろう。そ
うすると，このような関係性に着目した権利救済
システムが望まれることになる。しかし，現行法
では行政処分でも行政指導でもない，相談助言に
ついては，審査請求や抗告訴訟などでこれを争う
ことはできず，事実上の不服を述べることができ
るに止まるのである。相談助言がなんら法的効果
を生じさせない行為類型であるとはいえ，現業員
との関係継続の観点からすると望ましくない。

Ⅳ　ケースワークにおける権利救済のあり方

　1　ケースワークの特性と限界からみた権利救済
　ケースワークは，被保護者の広範な生活領域に
ついて介入することが許されている。しかし，法
は私的領域に介入することを許容せず，本来的に
は介入してはならない。介入が許容される必要最
小限度には何が含まれるのか，自立助長のために
いかなる行為が必要とされるのかについて，現業
員と被保護者で齟齬が生じることがあろう。この
間隙を埋めるためには，次の二つの視点が必要で
ある。
　一つは，信頼関係構築のための権利救済システ
ムである。この齟齬は現業員と被保護者とのコ
ミュニケーションによって埋めることが肝要であ
る。それによって両者の信頼関係を構築し，ケー
スワークが実りのあるものになろう。そうすると，
信頼関係を構築する途上にある時点で生じた被保
護者の不服は，コミュニケーションによって解消
することが重要である。しかしケースワークには
権力性が内在し，被保護者が不服に感じている事
項であったとしても，それが目標として設定され，
結果として達成されない場合も生じる。このよう
な場合にはコミュニケーションによって解消する

ことができなくなってしまう。つまり，信頼関係
を構築するという意味では，第一義的に事実上の
苦情解決制度が整備されることが望ましいが，そ
れを超える場合には第三者によるあっせんなども
必要となろう。
　第二に，ケースワークの継続性と権利救済シス
テムである。ケースワークは被保護者が保護を受
給している間，継続する。そして，ケースワーク
が被保護者の生活保障と不可分である以上，被保
護者はこれに服従し続けなければならない。人格
的自律を保持するためには，これに着目した権利
救済システムが必要となる。具体的には，ケース
処遇方針を実施機関内部で検討するだけでなく，
被保護者と第三者機関が協働して定期的に方針確
認を行うようなマネジメントシステムが構想され
てもよいだろう。

　2　ケースワークと権利救済
（1）簡易迅速性
　権利救済システムからケースワークを見ると，
いくつかの課題が浮かび上がってくる。一つは，
権利救済の簡易迅速性である。現在の権利救済シ
ステムは行政処分概念を中核として，審査請求と
抗告訴訟から構成される。司法の場ではこれに損
害賠償請求も可能となるが，いずれにしても事後
的な救済に止まる。それのみならず，行政救済と
司法救済システムは，簡易迅速性の観点から継続
的に生活保護を受給している関係からすると不都
合が多い。行政不服審査法・行政手続法の改正に
よって行政指導の中止の求めが導入されたが，生
活保護の場面では課題も多い。そうすると，保護
受給関係にある場合の苦情解決制度や第三者機関
による評価制度が望まれる。

（2）交渉力
　もう一つは，権利救済システムにおいて交渉力
格差をいかにして是正するかである。ケースワー
クが行政規則を根拠として行われる以上，この規
則に精通していなければ不服を申し立てることが
できない。さらには，規則がいかなる法益を保護
しようとしているのかを理解していなければ，救
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済の利益が失われてしまう。
　もっとも，司法救済であれば法制度に精通した
代理人がこれを理解して不服を主張することがで
きよう。しかし，関係の継続性と簡易迅速性の要
請からすると，行政救済を含むすべての権利救済
に代理人が必要となることは望ましくない。そう
すると，簡易迅速に中立的な立場で権利救済を支
援するような仕組みが必要となる。

（3）新たな権利救済システム
　生活保護法の権利救済システムは，最低生活保
障を中心に構築されたものであるといえる。そこ
には生存権保障の強い要請がある。しかし，法の
もう一つの目的である自立の助長が具体化された
ケースワークについては，権利救済システムが現
状に適合していない。そこで，ケースワークの限
界を明示し，現業員と被保護者とのコミュニケー
ションを担保することを前提とした，行政救済や
司法救済以外の権利救済システムが構築される必
要がある。

おわりに

　生活保護ケースワークは，被保護者のすべての
生活領域に及び，人格的自律に多大な影響を及ぼ
す。それだけに保護の実施機関は謙抑的でなけれ
ばならない。しかし他方で最小限のパターナリズ
ム的介入によるケースワークを実施しなければ保
護の目的を達成することができない事例も存在す
る。そうすると，ケースワークがこのまま現業員
の専門性だけに依存した裁量的な仕組みのままで
よいのであろうか。
　そもそもケースワークに関し，法は，低い規律
密度しか有していない。ケースワークの重要性が
高まる中，その有効性と透明性を高めるためには，
ケースワークに関する規律を高める必要がある。
つまり，生活保護法においてケースワークの位置
付けを明らかにするとともに，不利益処分の基準
などについても通達ではなく政省令程度で定める
必要がある。
　他方で，生活保護の自立助長は生活保護法だけ

で完結しない。生活困窮者の自立支援など，他法
との関係も重要になる。他法に目を転じても，生
活保護法と同様，低い規律密度しか有していない
のが現状である。そこで，自立支援法ケースワー
ク法のようなものを法制化し，一般法としての自
立支援法でこれを規律するという方法も考えられ
る。生活困窮者の生活状況が多様化している今日
にあっては，新たなシステムを検討しなければな
らない時期にあるといえる。

付　記
※本稿は科学研究費補助金（基盤研究（C））「生
活保護法解釈論体系の再構築」（25380077)の成果
の一部である。

注
1）本稿では実定法としての生活保護法を念頭にお

いて論じるため，公的扶助ケースワークの中でも
特に生活保護ケースワークを論じる。

2）太田［2001］，原田［2014］。
3）代表的なものに菊池［2014］。
4）黒田［2014］，本特集の笠木論文を参照。
5）太田［2000］p.605。当然ながら，本稿の問題意

識とは異なることから「さし当たりは十分であろ
う」とする見解には賛同する。

6）いくつかの通知には「ケースワーク」ないし「ケー
スワーカー」の用語が使用されており，およそ被
保護者の自立を支援するための対人援助後術と並
列的に取り扱われている。たとえば，「セーフティ
ネット支援対策等事業の実施について」（社援発
第0331021号・平成17年3月31日）など。

7）かつては福祉事務所における配置最低数であっ
たので，被保護世帯数に応じて最低人員を配置す
ることが義務づけられていた。地方分権一括法に
よって地域の実情に応じて適正な人員配置を行う
こととなり最低基準が廃止され標準配置数となっ
た。

8）もっとも，この規定は現業員のうち社会福祉主
事の資格を有していない者を排除する趣旨ではな
く，実際に資格を有していない現業員も少なくな
い。

9）太田［2000］など。
10）課長通知第10。大分地判平22・9・23裁判所

HP・LEX/DB25442955，大津市恩給担保貸付事件・
大阪高判平25・6・11賃社1593号6頁。

11）次官通知第3-5，課長通知第3-9。最一小判平
26・10・23LEX/DB25446715など。

12）最一小判平26・10・23LEX/DB25446715



432 Vol. 50　No. 4季 刊 ・社 会 保 障 研 究

13）最三小判平16・3・16民集58巻3号647頁。
14）東京高判平24・7・18賃社1570号42頁。
15）もっとも，指導指示への不服従を理由とする保

護廃止処分の争いは少なくない。ただ，村田訴訟・
福岡地判平19・11・15賃社1459号62頁の実態は立
入調査違反（法26条）である。

16）岡山地判平4・5・20判自106号80頁。
17）局長通知第6に例示される38種の法制度には，

他の法律に定める扶助（法4条2項）に該当しない
生活福祉資金が含まれており，法の委任を超えて
いる。

18）大阪地判平16・3・18判自264号91頁。
19）遠藤［2000］p52。
20）最一小判平26・10・26裁判所HP，静岡市生活

保護稼働能力事件・静岡地判平26・10・2賃社
1623号39頁。

21）新宿ホームレス生活保護訴訟・東京高判平24・7・
18賃社1750号35頁。

22）前掲・静岡市生活保護稼働能力事件
23）「生活保護法の一部を改正する法律の一部施行

について（平成26年1月1日施行分）」（平成25年12
月25日社援発第1225第1号）第2

24）菊池［2014］p.233。
25）最一小判平26・10・23LEX/DB25446715。この

論点につき，山下［2014］参照。
26）村田訴訟・福岡地判平19・11・15賃社1459号62頁。
27）竹村［1971］30頁。
28）塩野［1991］p.89。
29）秋田地判平5・4・23判時1459号48頁
30）塩野［1994］pp.165-166，太田［1995］pp.127-

128。
31）丸谷［2009］pp.186-187。
32）原田［2013］p.273。
33）「生活保護法による保護の実施要領について」（昭

和36・4・1厚生省発第123号事務次官通知）。
34）「生活保護法による保護の実施要領の取扱いに

ついて」（昭和38・4・1社発第246号厚生省社会局
長通知）。

35）「生活保護法による保護の実施要領の取扱いに
ついて」（昭和38・4・1社保第34号厚生省社会局
保護課長通知）。

36）宇賀［2006］p.256。
37）たとえば，北九州市生活保護受給障害者自動車

保有事件・福岡地判平21・5・29賃社1499号29頁。
38）行政規則による裁量基準に法的拘束力が認めら

れないとするものに，マクリーン事件上告審判決・
最大判昭和53・10・4民集32巻7号1223頁がある。

39）深澤［2013］p.148。
40）局長通知第9，新保［2000］。
41）行政契約概念については碓井［2011］p.10。

42）社会資源の活用について連絡調整を行う実施機
関の債務などが想定できる。

43）「生活保護受給者等就労自立支援事業の実施に
ついて」（平成25年3月29日職発0329第21号厚生労
働省職業安定局長通知）。
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